
 - 1 - 

資料１ 

 

令和５年官民人事交流の概要（案） 

 

 国と民間企業との間の人事交流に関する法律（平成１１年法律第２２４号）第２３条

第２項の規定により、人事院は、毎年、国会及び内閣に対し、次の事項を報告しなけれ

ばならないとされている。 

 ○ 令和５年中に交流派遣職員であった者の状況 

 前年に交流派遣職員であった者が同年に占めていた派遣先企業における地位

及び当該交流派遣職員がその交流派遣に係る書類の提出の時に占めていた官職 

 ○ 令和３年から令和５年までの間に交流派遣後職務に復帰した職員の状況 

 ３年前の年の１月１日から前年の１２月３１日までの間に交流派遣後職務に

復帰した職員が前年に占めていた官職及び当該職員が当該復帰の日の直前に派

遣先企業において占めていた地位 

○ 令和５年中に交流採用職員であった者の状況 

 前年に交流採用職員であった者が同年に占めていた官職及び当該交流採用職

員がその交流採用をされた日の直前に交流元企業において占めていた地位（雇

用継続型の場合、当該職員が交流元企業において占めている地位を含む。） 

 

１ 令和５年における交流派遣及び交流採用の概要 

（１）全体の状況 

  国の機関から民間企業への交流派遣者数 

新規派遣者数  ：１５府省  ３０人 前年比 ７人減（前年：１３府省等 ３７人） 

年末時派遣者総数：１７府省等 ６４人 前年比 ７人減（前年：１７府省等 ７１人） 

民間企業から国の機関への交流採用者数 

新規採用者数   ：２５府省 ３６３人 前年比１５人減（前年：２３府省 ３７８人） 

年末時在職者総数：２９府省 ７５４人 前年比５８人増（前年：２９府省 ６９６人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本制度が施行(平成１２年３月２１日)されてから令和５年１２月３１

日までに実施した官民人事交流の累積数は、交流派遣が８０３人、交流採用が

３，６１５人である。 
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（２）府省別状況 

ア 令和５年における新規交流者数 

(ｱ) 交流派遣 

新規交流派遣者数が多い府省は、金融庁（４人）、厚生労働省（４人）、環

境省（４人）である。 

 

(ｲ) 交流採用 

新規交流採用者数が多い府省は、国土交通省（９０人）、経済産業省（６６

人）、厚生労働省（４３人）である。 

また、経済産業省（前年比１９人増加）や金融庁（同１３人増加）で交流採

用者数が大きく増加した。一方、デジタル庁（前年比１６人減少）や環境省（同

２３人減少）においては交流採用者数が大きく減少したが、その要因としては

脱炭素施策の推進やデジタル関連の体制整備等による定員増に対して、これま

でに新規採用や交流採用等で一定程度の補充ができたことから、令和５年にお

いては交流採用者数が減少したものと推測される。 

 

イ 令和５年末時点での交流派遣者の総数及び交流採用の在職者総数 

令和５年末時点で交流派遣中である者は、経済産業省（１０人）、厚生労働省

（９人）、国土交通省（８人）の順で、交流採用中である者は、国土交通省（

１９１人)、経済産業省（１１０人)、厚生労働省（９７人）の順で多くなってい

る。 
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第１表 府省等別状況 
①交流派遣         （単位：人）  ②交流採用        （単位：人） 

年 

府省 

新規派遣者数 派遣者総数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 

府省 

新規採用者数 在職者総数 

令和 4 令和 5 累計 令和 4 令和 5 令和 4 令和 5 累計 令和 4 令和 5 

会 計 検 査 院      1   10   3   1 会 計 検 査 院   2       6   3   3 

人 事 院    1    2    1 人 事 院    1    1    1 

内 閣 官 房        3     内 閣 官 房   1   1    3   1   2 

内  閣  府   1   1   16   2   2 内 閣 府   5  11   68  16  19 

宮 内 庁      -   宮 内 庁   1   2    4   1   3 

公正取引委員会        1     公正取引委員会   1       8   1   1 

警 察 庁   1   1    5   2   3 警 察 庁   3   3   19   5   6 

金 融 庁   2   4   63   8   7 金 融 庁   7  20  149  27  28 

消 費 者 庁        -   消 費 者 庁     10   28   4  10 

こども家庭庁      -   こども家庭庁      -    1 

デ ジ タ ル 庁      -   デ ジ タ ル 庁  24   8   33  25  30 

総  務  省   3   1   90   6   3 総 務 省  17  19  185  32  34 

法  務  省      3   法 務 省      1    

外  務  省        4     外 務 省  30  20  246  52  51 

財  務  省   1   1   21   1   2 財 務 省  12  16  192  21  30 

国 税 庁      -   国 税 庁      1   

文 部 科 学 省   1      17   2   1 文 部 科 学 省   4   7   36   9  12 

ス ポ ー ツ 庁      -   ス ポ ー ツ 庁   7   4   48  11  11 

文 化 庁      -   文 化 庁   2   1   10   7   4 

厚 生 労 働 省   5   4   81   6   9 厚 生 労 働 省  52  43  340  87  97 

農 林 水 産 省   4   2   60   4   4 農 林 水 産 省   7   8  132  19  18 

林  野  庁      2   23   2   2 林 野 庁      1    9   1   1 

水 産 庁      1   水 産 庁      2    9   2   2 

経 済 産 業 省   8   3  149  12  10 経 済 産 業 省  47  66  645  94 110 

資源エネルギー庁      1   資源エネルギー庁   7   7   73   9  14 

特 許 庁   3   1   18   3   4 特 許 庁      3   19   4   3 

中 小 企 業 庁      1   中 小 企 業 庁   6   1   35   7   7 

国 土 交 通 省   5   3  203  12   8 国 土 交 通 省 101  90 1,031 193 191 

観  光  庁      3   観 光 庁   1   2    61   4   4 

気 象 庁    1  1    気 象 庁         1   1    

運輸安全委員会      -   運輸安全委員会   1        2   1   1 

海 上 保 安 庁    1  2  1   1 海 上 保 安 庁         5     

環 境 省   1   4   22   4   5 環 境 省  40  17   165  57  60 

原子力規制庁        1     原子力規制庁         9   2    

(独)製品評価技術基盤機構   2       2   2   1 (独)製品評価技術基盤機構       -   

計 37 30 803 71 64 (小計） 378 363 3,574 696 754 

日本郵政公社      41   

計 378 363 3,615 696 754 
 （注１）「累計」は、制度の施行（平成１２年３月２１日）から令和５年１２月３１日までの間に交流

派遣又は交流採用された者の累積数。 
 （注２）「派遣者総数」及び「在職者総数」は、各年１２月３１日現在。 
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（３）業種別状況 

令和５年における新規交流実施企業を業種別に見ると、交流派遣者数は「金融業,

保険業」、「サービス業」、「製造業」の順に、交流採用者数は「金融業,保険業」、

「製造業」、「サービス業」の順に多くなっている。 

交流派遣者数と交流採用者数の合計では「金融業,保険業」が最も多く、次いで「製

造業」、「サービス業」の順になっており、この３業種で全体の約６５．４％を占

めている。 

「運輸業，郵便業」や「情報通信業」については昨年と比較して交流採用者数が

減少しているが、新型コロナウイルス感染症が感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）の５類感染症に位置付けられ企業

活動が活発化したことに伴う人員不足や、上述１(２)のとおりデジタル庁の採用者

数減少等が影響しているものと推測される。 

 

第２表  業種別状況    

                                                （単位：人） 

業 種 交流派遣 交流採用 計 

金融業,保険業      ９（１２）    ９６（８９）  １０５（１０１） 

製造業      ５（ ４）    ８３（８３）    ８８（  ８７） 

サービス業     ８（１１）    ５６（６０）    ６４（ ７１） 

運輸業,郵便業     ４（ ４）    ３８（５３）    ４２（ ５７） 

情報通信業    －（ ５）    ２３（３０）    ２３（ ３５） 

卸売業,小売業     ３（  １）    １９（１１）    ２２（ １２） 

不動産業,物品賃貸業      －（ －）    １４（１３）    １４（ １３） 

建設業      －（ －）    １１（１３）    １１（ １３） 

電気･ガス･熱供給･水道業      －（  －）     ８（１４）     ８（  １４） 

医療,福祉      －（ －）     ７（ ６）     ７（  ６） 

漁業      －（ －）     ５（ １）    ５（  １） 

農業,林業      １（  －）     １（  １）     ２（   １） 

教育,学習支援業      －（ －）      ２（ ３）      ２（  ３） 

宿泊業,飲食サービス業      －（ －）     －（ １）     －（  １） 

計   ３０（３７） ３６３（３７８） ３９３（４１５） 

   （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 
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（４）期間別・任期別状況 

令和５年における新規交流派遣者の当初予定の期間及び新規交流採用者の当初予

定の任期は、双方とも２年とするものが最も多く、交流派遣については７０．０％、

交流採用については約８３．７％となっている。 

 

第３表 期間別・任期別状況 

                                         （単位：人） 

期間・任期 交流派遣 交流採用 

１年未満     －（  －）     ４（  ６） 

１年       ２（   ３）     ２３（ ２０） 

１年超～２年未満       ６（   ２）     １９（ ３５） 

２年    ２１（ ３１）   ３０４（３０４） 

２年超～３年未満       －（  １）      ８（  ９） 

３年      １（   －）      ５（  ４） 

計    ３０（ ３７）   ３６３（３７８） 

   （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 

 

（５）年齢別状況 

 令和５年における新規交流派遣者及び新規交流採用者の交流開始時の年齢は、交

流派遣者は３０歳台及び４０歳台が中心で約７６．７％、交流採用者は３０歳台を

中心に２０歳台も多くなっている。 

 交流派遣者は、前年と比べ、２０歳台が増加（前年比５人増加）、３０歳台、

４０歳台及び５０歳台が減少（３０歳台：同５人減少、４０歳台：同５人減少、 

５０歳台：同２人減少）し、平均年齢は３７．１歳（前年は３９．２歳）となって

いる。 

 交流採用者は、前年と比べ、２０歳台及び３０歳台が増加（２０歳台：前年比２

人増加、３０歳台：同５人増加）、４０歳台及び５０歳台が減少（４０歳台：同

１８人減少、５０歳台：同４人減少）し、平均年齢は３５．４歳（前年は３５．９

歳）となっている。 

 

第４表 年齢別状況 

                                                              （単位：人） 

年齢階層 交流派遣 交流採用 

  ２０歳台        ７（  ２）    ９０（ ８８） 

  ３０歳台       １３（ １８）   １８８（１８３） 

  ４０歳台       １０（ １５）     ６０（ ７８） 

  ５０歳以上      －（  ２）     ２５（ ２９） 

計    ３０（ ３７）   ３６３（３７８） 

   （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 
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（６）役職別状況 

      令和５年における新規交流派遣は、係長級が１５人で最も多く、次いで係員級が

６人となっており、新規交流採用は、係長級が１９１人で最も多く、次いで課長補

佐級が８５人となっている。 

   なお、令和４年に引き続き、令和５年も指定職職員の交流はなかった。 

 

第５表－① 役職別状況（交流派遣） 

                                                                   （単位：人） 

役 職 段 階 新規交流派遣者 年末時交流派遣者 

課 長 級 （行㈠9・10 級）     －（  １）     １（  １） 

準 課 長 級（行㈠7・8級）      ４（  ６）     ９（ １１） 

課長補佐級（行㈠5・6 級）     ５（ １３）     １８（ １９） 

係 長 級（行㈠3・4 級）     １５（ １５）     ２８（ ３０） 

係 員 級（行㈠1・2 級）      ６（  ２）      ８（ １０） 

計    ３０（ ３７）    ６４（ ７１） 

  （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 

 

第５表－② 役職別状況（交流採用） 

                                                            （単位：人） 

役 職 段 階 新規交流採用者 年末時交流採用在職者 

課 長 級 （行㈠9・10 級）     －（  －）     －（  －） 

準 課 長 級（行㈠7・8級）      ８（  ４）    １３（ １１） 

課長補佐級（行㈠5・6 級）    ８５（ ８９）   １８６（１７０） 

係 長 級（行㈠3・4 級）   １９１（２１１）   ４１５（３８４） 

係 員 級（行㈠1・2 級）     ７９（ ７４）   １４０（１３１） 

計   ３６３（３７８）   ７５４（６９６） 

（注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 

 

（７）本省・地方支分部局別の状況 

   令和５年における本省・地方支分部局別の新規交流は、交流派遣が本省で２４人、

地方支分部局で６人（２０．０％）となっており、交流採用が本省で３２２人、地

方支分部局で４１人（約１１．３％）となっている。 

 

第６表 本省・地方支分部局別状況 

          ○ 交流派遣                                   （単位：人） 

総 数 本省 地方支分部局 

  ３０（ ３７）   ２４（ ３０）    ６（  ７） 

                                                         

          ○ 交流採用                               （単位：人） 

総 数 本省 地方支分部局 

 ３６３（３７８）  ３２２（３１９）   ４１（ ５９） 

      （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 
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（８）男女別の状況 

   令和５年における男女別の新規交流は、交流派遣が男性で２３人、女性で７人（約

２３．３％）となっており、交流採用が男性で３０７人、女性で５６人（約１５．

４％）となっている。 

   女性の占める割合は、前年と比べ、交流派遣は増加（前年約２１．６％）したが、

交流採用は減少（同約１９．０％）した。 

 

第７表 男女別状況 

          ○ 交流派遣                                    （単位：人） 

総 数 男性 女性 

  ３０（ ３７）   ２３（ ２９）    ７（  ８） 

                                                         

 

○ 交流採用                              （単位：人） 

総 数 男性 女性 

 ３６３（３７８）  ３０７（３０６）   ５６（ ７２） 

      （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 

 

（９）退職型・雇用継続型別の交流採用の状況 

 令和５年における新規交流採用者のうち、退職型により交流採用された者は６人、

雇用継続型により交流採用された者は３５７人となっている。 

 

第８表 退職型・雇用継続型別状況 

                                                           （単位：人） 

総 数 退職型 雇用継続型 

 ３６３（３７８）    ６（  ９）  ３５７（３６９） 

      （注）令和５年の実績。（ ）内は、令和４年の数値。 

 

２ 令和５年中に交流派遣職員・交流採用職員であった者の状況 

令和５年中に交流派遣職員であった者は９９人、交流採用職員であった者は

１，０４９人となっている。 

 

第９表 令和５年中の交流派遣職員・交流採用職員の交流年別状況 

                                  （単位：人） 

 

 

計 

 

交 流 開 始 年 

令和５年 令和４年 令和３年 令和２年 令和元年 

交流派遣職員 ９９ ３０ ３５ ３１ ２ １ 

交流採用職員 １,０４９ ３６３ ３７６ ２６８ ３６ ６ 
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３ 令和３年から令和５年までの間に交流派遣後職務に復帰した職員の状況 

令和３年から令和５年までの間に交流派遣後職務に復帰した職員の内訳は、令和３

年に復帰した職員が４１人、令和４年に復帰した職員が３０人、令和５年に復帰した

職員が３７人であり、合計で１０８人となっている。 

 

４ 官民人事交流推進のための取組等 

令和５年度は、官民人事交流の円滑な推進のため以下の施策を行っている。 

(1) 民間企業に対する説明会 

 例年、経済団体等の協力を得て、内閣官房内閣人事局及び内閣府官民人材交流セ

ンターと共同して企業説明会を開催し、人事院からの制度全般についての説明、交

流体験者の経験談発表、各府省人事担当者と参加企業間での意見交換を行っている。 

 令和５年度は、昨年度に引き続き、東京都において実地で説明会を実施するとと

もに、インターネットを利用した動画配信により実施した。また、今年度初めて、

オンラインによる各府省人事担当者と参加企業の人事担当者の間での意見交換を行

った。 

【実地開催】 

 東京都 参加状況：３４法人・３９人(昨年度は２６法人・２９人） 

【動画配信】 

 視聴申込み状況：７１法人・８２人（昨年度は８８法人・１０１人） 

【オンラインによる意見交換会】 

 参加状況：３法人、延べ４府省 

 

(2) パンフレット「官民人事交流－制度のあらましと体験談－」作成配布 

 内閣官房内閣人事局及び内閣府官民人材交流センターと共同してパンフレットを

作成し、企業説明会の案内状に同封して約３，５００法人等に送付するなどの方法

により配布した。 

 

 (3) 官民の人事交流経験者及び人事担当者等に対するアンケートの実施  

官民の人事交流経験者及び人事担当者に対するアンケートを昨年 11 月から 12 月

まで実施した。その結果については資料４のとおりとなっている。 

 

 (4) 有識者及び官民の人事交流経験者等に対するインタビューの実施 

官民人事交流を通じて得られる効果や魅力等を発信するため、「越境学習」に造

詣が深い石山恒貴教授（法政大学大学院）及び小山健太准教授（東京経済大学）の

ほか、官民の人事交流経験者等に対するインタビューを実施し、人事院ホームペー

ジに掲載した。 

 

(5) 民間情報発信サイトへのバナー広告及びメールマガジン配信 

多くの民間企業の経営者や人事担当者が正会員となっている民間情報発信サイト

「日本の人事部」に、官民人事交流のバナー広告をするとともに、上述(4)が人事院

ホームページに掲載されたことを広く周知するため、同サイトの公式メールマガジ

ンで情報を発信した。 
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■ 「日本の人事部」バナー広告（イメージ） 

 

■ 「日本の人事部」メールマガジン（イメージ） 

 

 

 

以   上    


